[タイトル]

信用協同組合に対する金融整理管財人による業務及び財産の管理を命ずる処分と組合員が組合員代表訴訟を提起し追行する権限の帰すう

[判決裁判所]

最高裁（第１小法廷）判決
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[当事者名]

上告人（原告・控訴人）　崔泰源

上告人（参加人・控訴人）　李栄彦（他１名）

対

被上告人（被告・被控訴人）　金聖中、阿施光浩（選定当事者）

[事実の概要]

Ⅰ　本件は、信用組合の理事の責任を追及する組合員代表訴訟の係属中に、当該信用組合に対し金融再生委員会が金融整理管財人による業務及び財産の管理を命ずる処分をした場合に、当該代表訴訟の原告及び参加人が訴訟追行権を失うかどうかが問題となった事案である。

Ⅱ　Ａ信用組合は、中小企業等協同組合法に基づき設置された信用協同組合であるが、平成１２年１２月１６日、金融再生委員会から、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律（以下「金融再生法」という）８条１項に基づき金融整理管財人による業務及び財産の管理を命じられ、Ｂ及びＣが金融整理管財人に選任された。

本件の甲事件は、Ａ信用組合がＤ株式会社及びそのグループ会社に対してした融資によって損害を被ったのは、Ａ信用組合の当時の理事で融資を担当した本店長であったＹ１（被上告人）及び当時の代表理事であったＰの忠実義務違反によるものであるとして、中小企業等協同組合法４２条によって準用される商法２６７条（株主の代表訴訟）の規定に基づく組合員代表訴訟により、Ａ信用組合の組合員であるＸ１（上告人）が、Ｙ１とＰの相続人ら（Ｙ２〔被上告人〕が選定当事者である）に対し、Ａ信用組合の損害金６９億９４７１万３０００円（相続人についてはそれぞれの相続分相当額）につきＡ信用組合に損害賠償することを請求したものである。

本件の乙事件は、甲事件の訴訟に対し、これが第１審係属中の平成１１年１０月２０日、中小企業等協同組合法４２条によって準用される商法２６８条２項に基づき、Ａ信用組合の組合員であるＸ２（上告人）及びＸ３（上告人）が、Ｘ１と同じ請求をするために参加したものである。

なお、本件には、金融整理管財人によって代表されるＡ信用組合が、Ｙらに対して合計１０億円の限度で損害賠償を求めて共同訴訟参加した。

Ⅲ　第１、２審とも、Ｙ１及びＰの忠実義務違反を認め、回収不能となった債権額６８億２２７１万３７５８円は、Ｙ１及びＰが理事としての任務を怠った行為と因果関係のあるＡ信用組合ないしは被管理Ａ信用組合の損害であると認めた。しかし、第１、２審とも、甲事件の訴え及び乙事件の参加の申出は、訴え提起や参加申出の後に金融整理管財人が選任されたことにより、Ｘ１、Ｘ２及びＸ３が本件訴訟を追行する権能を喪失し、不適法なものとなったというべきであるとして、Ｘ１の訴え並びにＸ２及びＸ３の各参加申出をいずれも却下すべきものとした。他方、被管理Ａ信用組合の請求（合計１０億円）を認容すべきものとした。

Ｘらから上告受理申立て。

 [判旨]
信用協同組合に対し金融整理管財人による業務及び財産の管理を命ずる処分がされても、当該信用協同組合の組合員は、組合員代表訴訟を提起することができ、また、係属中の組合員代表訴訟を追行する権限を失わない。
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